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 表 1. 「スポーツ産業発展綱要（1995-2010）」におけるスポーツ産業の範囲 























億元（約 3 兆 719 億円 5））であると試算され、これは GDP の 0.72％を占め、さらに年平均
 2 
18.39％の伸び率で発展していると報告された。また諸文兵の報告によれば、スポーツ産業
を構成する要素のうち、中国国内のスポーツ用品の売上規模が 2006 年には 2,100 億元(約 3
兆 618 億円 6))に上ったとされている 7）。2010 年に広東省で開催された国際スポーツ用品博
覧会準備会議では、2010 年の中国におけるスポーツ産業の規模が 2000 億元（約 2 億 6000






表 2. 「スポーツ及び関連産業の分類（試行）」におけるスポーツ産業の範囲 





























総局の調査によれば中国国民のスポーツ人口は 2000 年に約 34％であったものが、2007 年
には 37％まで上昇し、2010 年には約 40％にまで上るとの見通しが報告された 11）。これに従
























































































































































表 3.2006 年の中国サッカーリーグ及びバスケットボールリーグにおける球団の経営体制 
経営体制 サッカー バスケットボール 
 球団数 比率 球団数 比率 
政府と企業の共同経営 19 65.5％ 7 44％ 
企業のみによる経営 8 27.6％ 5 31％ 
政府のみによる経営 2 6.9％ 2 12.5％ 
軍隊 ― ― 2 12.5％ 
合計 29 100％ 16 100％ 
馬忠利（2006 年 7 月 14 日）中国とロシアにおけるプロスポーツの発展の比較.市場報、中
国体育報（2006 年 7 月 21 日）第 2版より作成 
 






























































































2008 年の北京オリンピック競技大会の開催及び中国の建国 60 年の際にも、中国のスポー
ツの歴史に関する著書が多く出版された。その代表的なものは崔楽泉らによる『中国体育
通史』（全八巻、人民体育出版社、2008 年）であり、古代から 2008 年までの中国における
スポーツの発展過程を時代ごとに 8 巻に分けて紹介したものである。そのうち、中国建国



















































院学報」所収、1999 年第 11 巻、pp.21－28）は、歴史の視点から中国のスポーツ産業に論
及しており、さらに中国のスポーツ産業の発達過程を三つの段階に分けることを提案して
いる。これを受けて李松梅らは、「中国スポーツ産業の発展（概説）」(「 ハルビン体育学












































2005 年第 28 巻、pp.303－308）において、2001 年までに国家体育委員会が公布したスポー
ツ産業政策を概観し、スポーツ政策に一般経済政策の理論を取り入れ、スポーツ産業の発
展のために税金の軽減などの施策を構ずることを提案した。また、徐衛華は「我が国のス










第 14 号、pp.1－13）では、中国のスポーツ産業の始動をもたらした 1986 年の「スポーツ
体制改革の基本方針」をとりあげ、その成立過程と内容について論じている。しかしこの
論文では、この前後の政策との関連性が十分に検討されていない。また朱琼の｢大衆スポー
ツ振興計画登場の経緯｣（「体育文史」、1995 年第 3期、pp.15－18）では、1980 年代から 1995
年までの中国におけるスポーツ事業の発展に言及し、「オリンピック競技計画」、「大衆スポ
ーツ振興計画」、「スポーツ産業発展綱要」策定の背景について述べている。周文は「スポ









































ポーツ優先政策の進展」（第 1 章）、「スポーツ体制改革の基本方針の策定過程」（第 2 章）、
「中国におけるスポーツ産業の成立」(第 3章)に分けて検討する。 
第 1章では、1949 年から 1980 年までの中国社会の状況を概観しながら、中国におけるス
ポーツ事業の展開とスポーツ政策の策定、及びスポーツ事業内における競技スポーツと大
衆スポーツの取り扱い方の変容過程の分析を通じて、中国におけるスポーツの基本体制の
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1） 注記は各章ごとに通し番号 1）、2）･･･の形式で表し、各章の最後に掲載した。 
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第 1節 建国初期の中国社会とスポーツの概況 
 
第 1 項 ソ連の社会制度の導入 
中国は 1912 年の清王朝の終結から中華民国の時代に入り、封建社会から近代社会へと

















1945 年から 1949 年まで中国共産党と闘争した国民党は、アメリカから支持されてい
たのに対して、共産党はソ連との関係が緊密であったため、成立初期の中国は、アメリ



































































会の記録を掲載した。また 1950 年 8 月号では、ソ連の｢労働と国防準備｣という社会体育
制度を紹介した。1953 年中に発行された「新体育」では、ソ連のスポーツ事情に関する
 28 





問団を派遣してソ連のスポーツ体制について学んだ。1950 年 8 月には、中華全国体育総
会25)代表団 13 名がソ連で 3 ヶ月の見学・研修活動を行った。また、1953 年に第一回国
際青年運動会の水泳競技に参加した呉伝玉選手は試合の直前、ソ連で 2週間の訓練を受





















































表 1.中国の「準備労働と国防衛体育制度」とソ連の GTO の一級項目標準の比較 
「準備労働と国防衛体育制度」（中国） 
男子 女子 項目 
16－18 歳 19－30 歳 31－40 歳 41 歳以上 16－18 歳 19－25 歳 26－35 歳 36 歳以上 
100m 走 14 秒 4 14 秒 2 15 秒 ― 17 秒 17 秒 2 17 秒 8 ― 
又は 60m 走 8 秒 8 8 秒 6 9 秒 4 ― 10 秒 4 10 秒 6 11 秒 ― 
1500m 走 6 分 5 分 50 秒 6 分 30 秒 7 分 30 秒 ― ― ― ― 
800m 走 ― ― ― ― 3 分 50 秒 3 分 45 秒 4 分 15 秒 4 分 50 秒 
走り幅跳び 3.80m 4.20m 4.10m 3.40m 3.10m 3.10m 2.90m 2.50m 
走り高跳び 1.15m 1.20m 1.15m 1.05m 1.05m 1m 0.95m 0.90m 
重量挙げ 付属書類１に参照 ― ― ― ― 
又は懸垂 6 回 7 回 4 回 3 回 ― ― ― ― 
腕立て伏せ ― ― ― ― 5 回 5 回 4 回 3 回 
縄（竹）のぼり、男子
は手、女子は手足 3m 3m 2.5m 2m 2.50m 2.50m ― ― 
射撃運動 付属書類 2に参照 
又は手榴弾投げ 30m 32m 32m 30m 17m 18m 18m 17m 
男 6km、負荷 5kg 44 分 42 分 47 分 51 分 ― ― ― ― 
女 4km、負荷 3kg ― ― ― ― 38 分 36 分 40 分 42 分 




スケート男 5分 30 秒 5 分 20 秒 5 分 40 秒 5 分 50 秒 2 分 40 秒 2 分 45 秒 2 分 50 秒 3 分 
 
GTO（ソ連） 
男子 女子 項目 
15－17 歳 18－30 歳 31－40 歳 41-45 歳 15－17 歳 18－25 歳 26－35 歳 36-40 歳 
100m 走 14 秒 6 14 秒 14 秒 8 ― 16 秒 15 秒 6 16 秒 ― 
1500m 走 ― 5 分 30 秒 5 分 45 秒 6 分 30 秒 ― ― ― ― 
800m 走 2 分 40 秒 ― ― ― 3 分 50 秒 3 分 45 秒 4 分 15 秒 4 分 50 秒 
走り幅跳び 3.80m 4.30m 4.35m 3.50m 3.30m 3.50m 3.25m 3m 
走り高跳び 1.20m 1.25m 1.20m 1.15m 1.10m 1.10m 1.05m 1.00m 
10km スキー走 70 分 65 分 75 分 80 分 ― ― ― ― 
5km スキー走 ― ― ― ― 37 分 36 分 38 分 40 分 
横木懸垂 6 回 8 回 7 回 5 回 ― ― ― ― 
縄（竹）のぼり、男子
は手、女子は手足 4m 4m 4m 4m 3m 3m ― ― 
射撃(男子のみ) 小口径銃 25m または 50m の距離で射撃、標的は 25m が no.6、50m が no.7、弾薬はテスト 3発、本番 5発、38 点合格 
700ｇ手榴弾投げ 30m 35m 35m 35m 18m 18m 18m 18m 
水泳 100m 2 分 20 秒 2 分 20 秒 2 分 25 秒 2 分 35 秒 2 分 30 秒 2 分 30 秒 2 分 35 秒 2 分 40 秒 
自由水泳 200m 200m 200m 200m 200m 200m 200m 200m 
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表 2.中国の「準備労働と国防衛体育制度」とソ連の GTO の二級項目標準の比較 
「準備労働と国防衛体育制度」（中国） 
男子 女子 項目 
17－30歳 31－40歳 41 歳以上 17－25歳 26－35歳 36 歳以上 
100m 走 13 秒 6 14 秒 16 秒 16 秒 17 秒 18 秒 
又は 200m走 28 秒 30 秒 34 秒 ― ― ― 
3000m 走 12 分 10秒 13 分 30秒 15 分 ― ― ― 
800m 走 ― ― ― 3分 20秒 3分 50秒 4分 30秒 
走り幅跳び 4.80m 4.40m 3.90m 3.60m 3.30m 3m 
又は走り高跳び 1.35m 1.25m 1.20m 1.10m 1.05m 1m 
重量挙げ 付属書類１に参照 ― ― ― 
又は懸垂 10回 8回 6回 ― ― ― 
腕立て伏せ ― ―  8回 7回 5回 
縄（竹）のぼり、男子 2.5m 2m 2.50m 2.50m ― ― 
射撃運動 付属書類 2に参照 
又は手榴弾投げ 40m 38m 32m 23m 21m 18m 
男 10km、負荷 5kg 70 分 75 分 85 分 ― ― ― 
女 6km、負荷 3kg ― ― ― 54 分 60 分 65 分 




スケート男 10分 40秒 5分 40秒 10 分 50秒 5分 15秒 5分 30秒 2分 50秒 3分 
 
GTO（ソ連） 
男子 女子 項目 
17－30歳 31－40歳 41-45 歳 17－25歳 26－35歳 36-40 歳 
100m 走 13 秒 4 14 秒 14 秒 6 15 秒 15 秒 6 16 秒 
又は 200m走 28 秒 29 秒 30 秒 ― ― ― 
1500m 走 5分 10秒 5分 25秒 5分 50秒 ― ― ― 
800m 走 ― ― ― 2分 40秒 3分 10秒 3分 30秒 
走り幅跳び 5m 4.50m 4m 3.80m 3.50m 3.30m 
又は走り高跳び 1.40m 1.30m 1.25m 1.15m 1.10m 1.05m 
スキー15km 90 分 100 分 105 分 ― ― ― 
スキー5km ― ― ― 33 分 35 分 38 分 
横木懸垂 10回 9回 7回 ― ― ― 
100m 水泳 1分 50秒 2分 2分 10秒 2分 15秒 2分 25秒 2分 30秒 
縄（竹）のぼり、男子 4m 4m 4.50m ― ― ― 
射撃運動 付属書類 2に参照 
700ｇ手榴弾投げ 45m 40m 38m 25m 24m 22m 
槍投げ 33m 32m 30m 24m 22m 20m 
円盤投げ 27m 25m 24m 20m 19m 17m 




表 3. 中国の「準備労働と国防衛体育制度」の付属書類 1（重量上げ標準） 
一級 二級 
被験者体重 
ジャーク スナッチ ジャーク スナッチ 
-50kg 30kg 40kg 37kg 53kg 
50―56kg 35kg 45kg 42kg 58kg 
56－60kg 40kg 50kg 47kg 63kg 
60－67.5kg 43kg 53kg 52kg 68kg 
67.5－70kg 45kg 55kg 57kg 73kg 
75kg－ 48kg 58kg 62kg 78kg 
 
表 4.中国の「準備労働と国防衛体育制度」の付属書類 2（射撃標準） 
使用弾数 射撃時間 標準 小銃種類 目標 距離 m 射撃姿勢 
試射 本射 試射 本射 一級 二級 
軍用小銃 4号標的 100 依託伏射 3 5 制限なし 制限なし 22点 25 点 
同上 直径 30cm 100 同上 3 5 同上 同上 弾着間隔 弾着間隔
小口径運 7号標的 50 同上 3 5 同上 同上 25点 30 点 
同上 直径 14cm 50 同上 3 5 同上 同上 弾着間隔 弾着間隔
同上 6号標的 25 同上 3 5 同上 同上 25点 30 点 
同上 直径 7cm黒 25 同上 3 5 同上 同上 弾着間隔 弾着間隔
 




第 2節 「文化大革命」終了までの中国におけるスポーツ振興の基本体制の確立 
 




































































































































が定められた。1954 年には中国国内全 84 の省及び市のうち、体育委員会が設置されてい



















スポーツ学校の数は 16000 余りとなり、在籍学生は 77万人に達した56)。こうして、ナショ
ナルチームを頂点とする選手の育成体制が構築された。1963 年には「競技チーム管理条例




















の改革に関する決定（1986）をめぐって.スポーツ史研究,第 14号:p.3 をもとに作成 
 
第 3項 競技スポーツの重視 
 









万トンを目標に掲げた。また食糧の産量については、1958 年には前年の 1800 億キロから
約 2倍となる 3500 億キロを目指し、1959 年には 5000 億キロを超えることが目標とされた
のである62)。 
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が掲げられ、1958 年 1 月の全国体育会議では、「体育運動の十年間の発展綱要」65)として
示された。その主な内容は、10 年以内に全国 4000 万人が当時のスポーツ成績の評価基準
である「準備労働と国防制度」に合格し、800 万人が優れた成績を意味する「等級運動員
標準」に達し、5000 人のトップレベル選手を育成するというものだった。さらにこの「体






























年 1月には、中国中央会議で 1957 年以降の政策の過失が指摘され、全国における各事業が
「調整、強固、充実、向上」を徹底するよう明示された。それにしたがいスポーツ事業に
おいても、1962 年 12 月に「大躍進」運動による政策的過失を反省するとともに、全国体
育会議を開催し、新たな政策を打ち出した。 



























ーツは 1950 年代から大きく発展したとみられた。 
 学校においては、1961 年以降、学生の健康状況が改善された。全国 17 省における高校
生の体力測定の結果は、不合格の比率が 1961 年の 31％から 1962 年の 25.6％に低減し、さ




体操の公布及び毎日 2回の体操時間の保障、週 2回 1時間ほどの課外活動時間の確保など
であった79)。大衆スポーツについては前述したように、1960 年代前半に全国に体育委員会
を設置したことで、計画的に展開し、特に農村スポーツの発展が顕著であった80)。 



























 表 5.1962―1971 年の中国における国際スポーツ交流活動の統計 
 来中 出国 合計 
年代 回数 人数 回数 人数 参加国数 回数 人数 
1962 8 119 34 340 19 42 459 
1963 32 536 48 851 26 80 1387 
1964 36 528 66 774 26 102 1302 
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1965 103 941 55 724 53 158 1665 
1966 64 945 60 967 34 124 1912 
1967 3 233 1 3 4 4 236 
1968 0 0 2 2 1 2 2 
1969 0 0 0 0 0 0 0 
1970 6 98 11 170 13 17 268 
1971 91 1108 37 635 66 123 1743 
伍紹祖（1999 年）中華人民共和国体育史.中国書籍出版社:p.551 より作成 
 








































































































第 3節 スポーツの再開と競技スポーツ優先政策の確立 
 
第 1項 「文化大革命」以降の中国社会 
 
1966 年から 1976 年までの間、中国国内では大きな政治運動である「文化大革命」の影
響で、大部分の地域が貧困に陥り、経済の発展が遅れていた。1978 年に中国の一人当たり
















中国共産党第十一回全国代表大会第三次会議が行われた期間は、1978 年 12 月 18 日から
22日というわずか 5日間であり、中国社会全体の改革策の策定に対して時間的に不十分だ










が制定した「1976－1985 国民経済 10 年発展綱要」は実施されてからわずか 9 ヵ月で中止
された109)。中央会議では、農業を加速して発展させることを主要検討内容とし、「農業の
発展を加速する意見（草案）」の策定を検討した。 




































第 2項 「文化大革命」後のスポーツの再建 
 
スポーツ界においては毎年初頭に、前年度の全国スポーツ事業をまとめ、新たな施政方




















































































































国の国際関係全体をも改善するものであった。1971 年 10 月、中国は国連に加盟し、1973
年にはアジア競技連盟に復帰した。また 1972 年に国際オリンピック委員会会長に就任した
キラニンは「世界一の人口をもつ国がオリンピックに参加できないことは異常である」125)
と指摘した。こうして 1975 年 4月、中華全国体育総会は中国のオリンピック委員の身分の
 52 
回復を国際オリンピック委員会に申請した。その後 1978 年までに、ほとんどの国際スポー
ツ組織が中国の地位を回復させた。さらにこの年の 12月には、中国とアメリカが 1979 年









































第 4項 競技スポーツ優先政策の進展 
 















ための財政支出が激増し、1979 年と 1980 年の政府財政はそれぞれ 170 億元（約 2兆 7319
 54 



















































が国におけるこの 4 種目の選手比率は選手総数の 25%にも達していない。それに対し
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第 1 節 中国スポーツ界における課題の提起 
 








































































































































第 2 節 「スポーツ事業における新たな局面の開拓に関する法案」における財源と選手の
確保 
 
























約 1 億人が「国家鍛錬標準」32）に達するようになり、第 9 回アジア競技大会ではメダル数
で 1 位を獲得するなどしたため、政府は中国がアジアのスポーツ強国になったと判断した33)。 




































































































第 3 節 ロサンゼルスオリンピック競技大会以降におけるスポーツ体制改革の本格的始動 
 
第 1 項 財源の拡大 
 
 1984 年に中国スポーツ界において最も注目されたことは、オリンピックの舞台への復帰





























利益が重視された。このような変化は 1984 年 10 月に開催された中国共産党第十二回中央
委員代表大会と深く関連していた。 







































































は 1984 年のロサンゼルスオリンピック競技大会に参加した 225 名の中国代表選手団のうち、
20 歳以下の選手が僅か 24 人である57)ことが指摘されている。当時のスポーツ学校とその在
籍学生の数（表 2）からも、この問題が垣間見える。1956 年から 1978 年までの間に、中国




 スポーツ学校数 在籍学生数 
1956 年 77 8911 
1965 年 1410 79153 
1978 年 2458 225977 
1985 年 2638 249772 



















こうした状況を受け、1985 年 4 月に開催された全国体育会議では、以前に提出された競
技スポーツ制度と競技会制度の改革を再度強調した。その内容は以下の通りである60)。 
 













































第 4 節 「スポーツ体制改革の基本方針」の主要内容 
 






































第 4項 社会スポーツ活動 
5.スポーツフェスティバルの設立 















第 7項 体育教育制度の改革 
5.優秀な競技選手に対する文化教育の強化 
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第 1 節 「スポーツ体制改革の基本方針」以降のスポーツ事業 
 











































 このように、中国は 1986 年から、経済改革の方針を堅持した上で、更なる経済成長を目
指した。このような社会背景の下で、「スポーツ体制改革の基本方針」に従い、スポーツに


























































が設けられた。また、大会のためのスポーツくじを発行し、3000 万元余り（約 11 億 670
万円）の収益を上げ、大会のマークやマスコット権などのビジネスで 1200 万元（約 4億 6680
万円）を獲得し、大会にかかわるその他の商業的活動で約 1800 万元（約 7 億 20 万円）の
収益をあげた。このように多くのルートから大会の運営資金を集めることに努め、約 6000




になった。1989 年に国家体育委員会が全国 20 県の体育委員会における財政調査15)を実施し
た結果によると、90％の県のスポーツ経費が増加しており、80％の県ではスポーツ施設の
建設基金が設けられた。1986 年には 7県が自立経営を行い、その経営所得が 18.47 万元（約
664.92 万円）であり、1987 年にはその規模は 10県まで拡大し、所得は 27.45 万元（約 998.2
万円）にのぼり、1988 年には 10 県の自立経営の所得が 34.97 万元（約 1258.92 万円）まで
に上昇した。また、1986 年には半数の県がスポンサーからの資金を得ており、その金額は
29.19 万元（約 1050.84 万円）であり、1987 年にはスポンサー資金が 66.01 万元（約 2376.36
万円）、1988 年には、13 県が獲得したスポンサー料が 76.68 万元（約 2760.48 万円）に達
した。この 13県においては 1988 年に国からの支援金 139.56 万元（約 5024.25 万円）以外
































































第 2 項 大衆スポーツの再重視 
 

























































































































































































































































第 4 項 スポーツ体制改革の深化とスポーツ産業の提起 
 
  1987 年には、中国政府が「社会主義初級段階」理論を提起したことを受け、スポーツ
における経済的研究や実践の展開に対する政策上の対応が求められることになった。そこ


























































































































第 2 節 スポーツ産業の始動 
 



















































  第二段階、ソ連大統領ゴルバチョフの訪中直前の 5月 13 日、学生数百人が天安門広
場でハンガーストライキを始めた。趙紫陽主席と李鵬総理がハンガーストライキをやめ
させようと天安門広場を訪れる。 
  第三段階、5 月 20 日、中央政府により戒厳令が出された。デモの規模は学生と一般
市民合わせて約 100 万人となった。 














員する指示を出した87)。この時点で、25 億元（約 757.5 億円88)）の大会予算のうち、中央
及び地方財政から拠出された金額が 19億元（約 575.7 億円）であった。不足した約 6億元
（約 181.8 億円）を集金するために、大会組織委員会にビジネス部門を設置した。この部
門は全国に 4.3 億元（約 130.29 億円）のくじを発売し、放送権及び関連商品を販売すると











































第一次産業 55% 28.40% 26.20% 19.70%
第二次産業 26% 48.60% 43.20% 49%
第三次産業 19% 23% 30.60% 31.30%
1952年 1978年 1991年 1995年
 
図 1.中国産業構造の変遷 































































表 1.1980 年以降中国サッカー代表の国際試合における成績 
時間 試合 試合結果 
1980．02.24-1980.03.08 第 22 回オリンピック競技大会予選 本戦進出失敗 
1980.12.21-1981.01.10 第 12 回ワールドカップ予選 本戦進出失敗 
1983.11.01-1984.01.12 第 23 回オリンピック競技大会予選 本戦進出失敗 
1985.02.17-1985.05.19 第 13 回ワールドカップ予選 最終予選進出失敗 
1987.04.10-1988.09.21 第 24 回オリンピック競技大会 予選突破、本戦最後位 
 118 
1989．02.23-1989.10.28 第 14 回ワールドカップ予選 本戦進出失敗 
1991.08.15-1992.01.29 第 25 回オリンピック競技大会予選 本戦進出失敗 
1993．05.23-1985.06.20 第 15 回ワールドカップ予選 最終予選進出失敗 
中国体育委員会（1993）中国スポーツ事業主要記事表（上）. pp.769-772、 中国スポーツ






























































































































































第 3 節 スポーツ政策･法令の整備とスポーツ産業の起動・成立 
 




































































































































5. オリンピック戦略の第一歩は 1990 年のアジア競技大会である。 
6. スポーツに関する情報の収集と整理を強化する。 



























2） 基礎目標。オリンピック競技種目の選手規模を 17000 人、専任コーチ規模を 4900
人にまで拡大する。 













































































るよう修正した142)。この修正を含めて、1994 年 5 月までに国家体育委員会は 18 回修正され
た「体育法」を国務院に提出した。そして 1995 年 6 月、国務院第 32 回会議で審査された




第一章 総則  
第二章 大衆スポーツ  
第三章 学校体育  
第四章 競技スポーツ  
第五章 スポーツ社会団体  
第六章 保障条件  
第七章 法律責任  

















第 3 項 「スポーツ産業発展綱要（1995-2010）」の策定とスポーツ産業の起動･成立 
 








































































































































































































































































11） 唐木 芳和（2000）中国経済体制改革と現代企業制度.三田商学研究,43 号:pp.83-99 













19） 中国体育委員会（1993）1987 年全国体育会議紀要.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:pp.117-120 
20） 中国体育委員会（1993）1987 年全国体育会議紀要.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.118 
21） 中国体育委員会（1993）1987 年全国体育会議紀要.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.27 
22） 中国体育委員会（1993）1987 年全国体育会議紀要.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.26 
23） 中国体育委員会（1993）1987 年全国体育会議紀要.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.119 
24） 中国体育委員会（1993）1987 年全国体育会議紀要.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.119 
















32） 佐伯 聡夫（1993 年）スポーツ政策.最新スポーツ大辞典,大修館書店:p.606 
 142 
33） 佐伯 聡夫（1993 年）スポーツ政策.最新スポーツ大辞典,大修館書店:p.605 
34） 今福 龍太（1997 年）スポーツの汀.紀伊国屋書店:p.187 
35） 天津市政府（1994）天津通誌・体育誌.天津社会科学学院出版社:pp.595-596 
36） 伍紹祖（1999）中華人民共和国体育史.中国書籍出版社:p.8 
37） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.87 
38） 国家体育委員会政策研究室（1982）体育運動文書総集（1949－1981）.人民体育出版
社:p.171 


















50） 人民日報（1978 年 5 月 2日）付け 
51） 武漢晩報（1987 年 5 月 21 日）付け 
52） 趙喩（1988）強国夢―中国スポーツの誤り.当代,第 1期:pp.164-180 
53） 趙喩（1988）強国夢―中国スポーツの誤り.当代,第 1期:pp.180-190 
54） 趙喩（1988）強国夢―中国スポーツの誤り.当代,第 1期:pp.190-198 
 143 
55） 伍紹祖（1999）中華人民共和国体育史.中国書籍出版社:pp.353-355 
56） 中国体育委員会（1993）1989 年全国体育会議記録.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.127 
57） 伍紹祖（1999）中華人民共和国体育史.中国書籍出版社:p.355 
58） 中国体育委員会（1993）1989 年全国体育会議記録.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.127 
59） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.244 
60） 饶鳳岐（1988）今年の中国はまた金メダル 15 枚獲得できるか.今日中国，第 3
期:pp.78-93 
61） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.245 
62） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.245 
63） 趙喩（1988）ソウル失脚.中国社会科学出版社:pp.228-245 
64） 中国体育委員会（1993）1989 年全国体育会議記録.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.125 
65） 中国体育委員会（1993）1989 年全国体育会議記録.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.125 
66） 中国体育委員会（1993）1989 年全国体育会議記録.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.127 























79） 山口 修（1999）中国史を語る.山川出版社，第三版:ｐ.230 
80） 満妹（2006）1986 年―父親が主席を辞任した.中国作家，第 17 期:pp.52-55 
81） 中共中央文選編集委員会（1993）鄧小平文選第三巻.人民出版社:p.142 
82） 中共中央文選編集委員会（1993）鄧小平文選第三巻.人民出版社:p.229 
83） 満妹（2006）1986 年―父親が主席を辞任した.中国作家，第 17 期:pp.52-55 
84） 陸小総(2003)現代中国におけるスポーツ産業政策に関する歴史的研究．スポーツ産業
学研究，第 13号:p.28 
85） 人民日報（1989 年 1 月 1日）付け 
86） 馬場 公彦（2013）天安門事件に到る道 1988-1990―日本から見た背景･経過・結末.
アジア太平洋討究，第 21巻:pp.125-147 
87） 山口 修（1999）中国史を語る.山川出版社，第三版:ｐ.231 
88） 汪文慶（2009）1990 年アジア競技大会の思い―伍紹祖インタビュー.百年潮，第 10
期:p.29 
89） 中国体育委員会（1993）1989 年全国体育会議記録.中国体育年鑑 1949－1991,人民体育
出版社:p.126 
90） この大会に関する金額は 1990 年の人民元対日本円平均レート（1元あたり 30.3 円）に
基づいて換算 
91） 汪文慶（2009）1990 年アジア競技大会の思い―伍紹祖インタビュー.百年潮，第 10
期:pp.29-35 
92） 山口 修（1999）中国史を語る.山川出版社，第三版:ｐ.231 
 145 




95） 人民日報（2003 年 10 月 21 日）付け 
96） 憲法上は、1993 年 3 月 29 日、第 8回全国人民代表大会第 1回会議「中華人民共和国憲
法修正案」において、第 5条の改正によって実現した。国務院（1996）十四大以来重
要文献選編.人民出版社:p.208 
97） 国務院（1992 年 6月 30 日）第三次産業の発展の加速に関する決定.人民日報 
98） 国務院（1992 年 6月 30 日）第三次産業の発展の加速に関する決定.人民日報 
99） 国務院（1992 年 6月 30 日）第三次産業の発展の加速に関する決定.人民日報 
100） 国務院（1992 年 6月 30 日）第三次産業の発展の加速に関する決定.人民日報 
101） 江沢民（1992）中国共産党第 14 回全国代表会議における報告.北京週報,第 30 巻 43
号:pp.1-3 
102） 国務院（1993）社会主義市場体制を確立する上で若干の問題に関する決定.北京週報,
第 31巻 47 号:pp.1-5 
103） 国務院（1993）社会主義市場体制を確立する上で若干の問題に関する決定.北京週報,
第 31巻 47 号:pp.1-5 








































131） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.215 
132） 張彩珍（1991）中国スポーツが科学化に関する思考.スポーツ状況,第 2期:p.2 
133） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.216 
 147 
134） 閻世鐸（1990）中国独自の社会主義スポーツを探る.スポーツ状況,第 6期:pp.39-41 
135） 崔楽泉(2003)オリンピック運動簡史.中華書局:p.486 
136） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.216 
137） 李夢華（1988）オリンピック戦略の強化.スポーツ状況、第 3期:p.26 
138） 伍紹祖（1999）中華人民共和国体育史.中国書籍出版社:pp.574-587 







143） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.335 
144） 曹守和(2008)中国体育通史第七巻.人民体育出版社:p.129 
145） 熊暁正（2010）中国体育 60 年、北京体育大学出版社:p.335 












154） 馬忠利(2008)中国とロシアのプロスポーツ発展の比較.上海体育学院学報, 32巻2期: 
p35－38 









160） 中国体育委員会（1997）中華人民共和国スポーツ法規集 1993-1996.新華出版社:pp.5-8 
161） 黒田勇ら（2007）中国におけるスポーツチャンネルの成立と発展.関西大学社会学部
紀要,38 巻 3 号:pp.25-41 
162） 黒田勇ら（2007）中国におけるスポーツチャンネルの成立と発展.関西大学社会学部



































































4. 中国政府は 1978 年に「改革･開放」政策を公布して経済の発展を最重要な課題とし、
それを遂行するために農村部における生産所有制度の改革や国営企業の民営化などの
改革策を次々と打ち出した。しかし、オリンピック競技大会への参加を目指すスポー
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 11 月   中国科学院、中国空軍、中国中央政治紀律検査委員会が成立 
 
12 月  
 ・ 政務院文化教育委員会に留学生帰国事務委員会が成立、




・ 全国第 1 回全国教育大会が開催、教育は国家建設のため
にあり、工人と農民を教育すべきの方針が策定 
1950 年 1 月   北京軍事管制委員会が各外国軍事基地を回収し、同年、全国すべての外国軍事基地の回収完了 
 2 月   国家政務院が「アヘン全面禁止令」を公布 
 3 月   インフレ予防、物価安定のため、政務院が@「全国財政統一に関する決定」を公布 
 5 月   ・ 中国「婚姻法」が公布 ・ 解放軍が中国海南省に進駐 
 
6 月  
 ・ 朝鮮戦争勃発 
・ 「中華人民共和国労働組合法」が実施 
・ 中国土地改革法公布 
 7 月 「新体育」雑誌が創刊   
 9 月   第 1 回全国工人農民会議が北京で開催、基本教育の展開と非識字者の減少が目標 
 12 月 新中国成立以来初めての来訪外国スポーツ団体――ソ連スポーツ代表団が来訪 
  
1951 年 1 月 北京が初めて「体育鍛錬標準」を実施し、全国まで普及が拡大された 
 「反革命処罰条例」公布 
 3 月 中華全国体育総会代表がインドで開催した第一回アジア競技大会を見学 
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 11 月 中華全国体育総会により第一セットラジオ体操が制定 「ラジオ体操の普及に関する通知」  











同年 10 月完了 
 4 月   日中平和条約締結 
 5 月  ・ 「準備労働と国防衛体育制度条例(試行)」 ・ 「準備労働と国防衛」体育制度の種目評価基準(草案)」 
 
 6 月 中華全国体育総会第二回代表大会が北京で開催、毛沢東主席が題辞「発展体育運動、増強人民体質」 
「国民体育の普及と通常化のために努力」 全国の高等学校学科調整が行い 





・ 中央人民政府委員会第 19 次会議により「中央人民政府体
育運動委員会」が設立 
 中央人民政府委員会第 19 回会議で「中央人民政府の増設に関
する決定」を可決し、中央人民政府国家計画委員会を設立 








5 月  
 中ソが「ソビエト共和国が中華人民共和国国民経済の発展へ
援助する協定」を調印、ソ連から援助された 156 項国民経済
項目を第 1次 5年計画に増加 
 8 月 ルーマニアで開催された第一回国際青年運動会で中国選手は初優勝、今回の優勝が新中国が国際スポーツ大会の初優勝 
  
 9 月 中南体育学院が南昌で成立（1955 年に武漢に移動、武漢体育学院に変更） 
  
 10 月  高等教育部、中央体育委員会などの部門より「学校体育を正確に実行し、スポーツ傷害を防ぐ指示」 
「食料品の計画的買い付けと計画的供給の実施決議」が採決、
その後、燃料と綿花において同様な計画が採決 
 11 月 中央体育学院が北京で成立（1956 年に北京体育学院に改名、1993 年に北京体育大学に改名） 
 新中国初の現代中国辞書「新華辞書」が出版 
 

















 3 月 西南体育学院が成都で設立（1956 年に成都体育学院に改名） 政務院より「政府機構（行政機関）でラジオ体操と各種スポーツ運動を展開に関する通知」 
 































 2 月   国務院により「人民元新札の発行と旧札の回収命令」が公布、旧札 1万元が新札 1元の為替レートで旧札回収 
 




 5 月 国家体育委員会が天津、上海で工場、企業におけるスポーツ協会の設立を提唱 
  
 6 月 中華全国体育総会が第五十回国際オリンピック委員会議に参加、台湾の中華体育協進会の拒否を請求 
  
 






 10 月 全国第一回労働者運動会が北京で開催  新疆ウイグル自治区が成立、省都ウルムチ。 
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1956 年 
1 月 国家体育委員会により1955年までの中国国内体育102項記録を公布され、新中国史上初体育記録の発表 
高等教育部より「一般高等学校で体育授業教学綱要」、同年 9
月から実施 
・ 中央政治局が「1956-1967 全国農業発展綱要」を採決 
・ 国務院第 23 次会議で「簡体字方案」、「共通語普及方案」、
「漢字ピンイン方案」を発表 
 2 月 新中国成立後第一回体育科学検討会が北京体育学院で開催 「中国準備労働と国防衛体育制度条例（修正案）」  
 3 月  「国家体育委員会組織規約」  
 





・ 「陸上、競輪など 17 種目選手等級基準」 
 
 6 月 中国重量挙げ男子選手陳鏡開がジャーク超ライト級世界記録を更新し、新中国初の世界記録男子選手 
  
 7 月  教育部により「小学校体育教学綱要（草案）」  
 
9 月  
 中国共産党第 8 回全国大会開催、会議では全国において社会
主義体制の建築がほぼ完了と報告、早速中国を農業国家から
先進な工業国家へ転換する方針を明示 











1957 年 1 月 国家体育委員会と教育部が全国体育会議を共催   
 2 月   毛沢東、「人民内部の矛盾を正しく処理する問題について」報告 
 3 月  「各競技会の奨励方法（試行）」 ・  
 
4 月 「中国体育」雑誌（英語版）が創刊 
「中国火車頭体育協会規約」（鉄道） ・ 中国共産党「整風運動に関する支持」を公布、党批判高
まる 









 11 月   社会主義十二家ヵ国会議、モスクワで開催 
 12 月  「冬季スポーツ種目を普及する通知」 第 1回 5年計画が順調に完成、工・農業総産額は 1952 年より67.8%増 
1958 年 1 月   ・ 「国家建設に土地徴収方案」が公布 ・ 「中華人民共和国戸籍登録条例」が公布 
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 4 月 ・ 人民体育出版社が毛沢東の著作「体育の研究」を出版 ・ 国家体育委員会が中国スポーツ史料の収集を指示 
 人民英雄記念杯が完成 
 5 月 全国体育会議が北京で開催、会議では選手、審判等級制度の修正と第一回全国スポーツ競技会の規約について検討 
 中国共産党が「社会主義建設の総路線」を提唱し、「大躍進」
運動が開始 
 6 月  「中華人民共和国競技スポーツ試合制度」（試行）  
























カラーテレビ放送開始、1978 年 5月 1日に中央テレビに
変名 
・ 毛沢東の発言により全国において民兵強化運動が開始 
 10 月 広州体育学院が成立 国家体育委員会が国務院全体会議第 81 次会議の可決により、「準備労働と国防衛」体育制度実施 
寧夏回族自治区が成立、省都銀川市 
 11 月 天津体育学院、南京体育学院が成立  鄭州で中央会議が開催、「大躍進」運動の過失を発見 
1959 年 1 月 北京運動医学研究所が成立   











 6 月 国家体育委員会会議が北京で開催   
 8 月  共産党青年団より「全国における更なる青少年スポーツ活動を展開する指示」 
中国、インド両軍が国境地帯で衝突 
 9 月 新中国第一回全国スポーツ競技会が北京で開催  ・ 林彪が国防部長に就任 ・ フルシチョフ訪中、中ソ意見対立激化 
 10 月   中華人民共和国成立 10 周年記念 
1960 年 1 月 全国体育会議が北京で開催 ・   
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・ 全国体育科学会議が北京で開催 
 4 月  国家体育委員会が国務院の衛生施政要領に従い「全力に社会スポーツを展開する意見」を公布 
・ 中ソ論争が表面化 
・ 新中国自主建設の発電所、新安江発電所が運行開始 
 5 月 中国登山隊が北ルートからチョモランマ最高峰に到達   
 7 月   ソ連が専門家の本国召還を通告 
 11 月 中華人民解放軍体育学院が広州で成立 「スポーツ器材の使用と管理方法」 中国共産党中央政府により「農村人民公社の政策問題に関する緊急指示」が公布、人民公社の欠点を発見 











 4 月 第二十六回世界卓球選手権大会が北京で開催  
  
 7 月  ・  「原子力資源工業の強化に関する問題の決定」が公布 
1962 年 1 月  ・  中国中央拡大会議（通称七千人大会）で毛沢東らが大躍進の失敗について自己批判 
 





 9 月  「負傷したスポーツ選手の問題の処理に関する意見」  
 
10 月  
・ 「中華人民共和国運動員等級制度」 
・ 「中華人民共和国審判員等級制度」 











1963 年 1 月   周恩来総理が「1綱 4目」の対台政策を提起 
 3 月  「運動隊条例の実施に関する通知（試行）」 「人民日報」で毛沢東主席の「雷鋒に学習せよ」を刊行、全国ブームになった 
 5 月 全国 15 省、市体育委員会議、全国体育学院交流会が北京で開催 
「各種目の全国記録の評価と奨励方法」  
 9 月 全国アマチュアスポーツ学校交流会が北京で開催 「全国青少年アマチュアスポーツ学校規約（修正）」  
 10 月  「選手、審判の等級制度」  
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 11 月 インドネシアで開催された第一回新興国運動会に参加 教育部、国家体育委員会より「全国７ヵ所体育学院の従属関係、教育目標、待遇問題、奨学金に関する通知」 
 
 
12 月  
 ・ 国務院、中央政府が中央科学小組の「1963-1972 年科学
技術発展計画及び綱要」を可決 
・ 周恩来総理が欧・アフリカ 14 ヶ国を訪問、アフリカ・ア
ラブ国家との友好関係の 5 原則と対外経済援助の 8 原則
を提起 
1964 年 1 月 全国体育委員会会議が開催、1965 年第二回全国スポーツ競技会の開催決定 
 中仏外交関係樹立 
 2 月  「中華全国体育総会規定」  
 4 月 国家体育委員会がサッカー運動の普及と競技力向上を加速を決定 
  
 6 月  国家体育委員会、教育部、共産主義青年団より、「男子少年におけるサッカーを展開に関する通知」 
 
 7 月  「水泳、射撃、登山、無線通信を展開に関する通知」  
 





 10 月   中国、初の核実験成功 









 2 月   アメリカの北爆本格化 
 





 5 月  国家体育委員会、解放軍総部などより「大衆的水泳活動を積極的に展開に関する通知」 
中国解放軍総参謀長の羅瑞卿がソ連を含む反米統一戦線結成
示唆の論文を発表した 
 9 月 第二回全国運動会が北京で開催  ・ 林彪が「人民戦争の勝利万歳」を発表、羅瑞卿を批判 ・ チベット自治区成立、省都ラサ 
1966 年 4 月 全国９部門連合により1966年に幅広い水泳運動を展開する意見が出され、「革命のため水泳する」のスローガンが提起 
 日本共産党と中国共産党の会議決裂 
 5 月   中国共産党政治局常務委員会会議で中央文化大革命小組を設置 
 8 月   第八回中国共産党中央委員会大会第十一回会議で「ブロレタリア文化大革命についての決定」が採択され、「文化大革命」
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が開始 
 10 月 「新体育」が 277 期から停刊  中国初の核爆弾武器実験成功 
 
11 月 





1967 年 2 月   上海人民公社が成立 「二月逆流」事件が爆発、四人組が国家要人を誣告した 





た（1979 年 2 月に取り消す） 
  
 9 月   チベット自治区、新疆自治区に革命委員会を設置、全国 29 省に革命委員会を設置完了 
 10 月   第八回中国共産党中央委員会大会第十二回会議で、劉少奇の党籍が剥奪された。 
1969 年 3 月   珍宝島で中ソが武力衝突 
 
4 月  
 ・ 林彪が毛沢東の後継者とされた 
・ 中国共産党第 9 回全国代表大会が開催、会議は「文化大
革命」の過失を認めずに合理化 
 6 月 国家体育委員会主任賀龍が逝去   
 8 月   新疆ウイグル自治区国境で中ソ両軍が衝突 
1970 年 4 月   中国が初の人工衛星を打ち上げた 
 8 月   第九回中国共産党中央委員会大会第二回会議で、林彪が国家主席の就任を要求し、毛沢東が反対した。 
1971 年 3 月 中国卓球代表団が日本名古屋で開催された第31回世界卓球選手権大会に参加、「ピンポン外交」の開始 
  
 5 月 全国体育委員会が北京で開催   
 7 月 王猛が国家体育委員会主任に就任   
 10 月   ・ 林彪クーデター未遂事件 ・ 中国が国連へ復帰 
 11 月 アジア・アフリカ卓球友好大会が北京で開催、49 カ国・地域の選手が参加 
  
1972 年 2 月   ・ 米国ニクソン大統領訪中 ・ 中国政府が米国から 43 億ドルの工業設備の輸入を決定 
 5 月 アジア卓球連盟の準備会議が北京で開催、アジア 16 カ国・地域の代表により「アジア卓球連盟」が成立 
  
 9 月   日本田中首相訪中、日中共同声明発表、日中国交正常化 
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 10 月 「新体育」雑誌再発行   
1973 年 1 月  「農村体育活動を更に展開に関する意見」  
 3 月   鄧小平が副総理として復活 
 6 月 全国労働者体育工作会議が開催、会議により「労働者体育活動を更に展開する意見」を制定 
  








 9 月 中華全国体育総会がアジア運動会連合委員会会員として認められた 
  
 11 月 中華全国体育総会がアジア運動理事会会員として認められた   
 12 月 中国中学生体育協会は国際中学生体育連合会会員になった   
1974 年 












 11 月 全国少年アマチュア体育学校工作会議が開催   
1975 年 1 月   第 4 回全国人民代表大会第 1 次会議が開催、四つの現代化を再提起 
 5 月  国家体育委員会が公布された「国家体育鍛錬標準条例」は国務院により正式的に全国実施 
 
 9 月 第三回全国スポーツ競技会が北京で開催   
 10 月 全国体育事業発展計画会議が北京で開催   
1976 年 1 月 ・   周恩来総理死去、鄧小平批判運動が開始 
 




 6 月 ・ 中華全国体育総会台湾省連絡署が北京で成立 ・ 国家体育委員会が競技改革調査に関する会議を開催 
  
 7 月   ・ 唐山大震災 ・ 建国将軍朱徳が死去 
 9 月   毛沢東死去 
 10 月   四人組が逮捕され、華国鋒が国家主席に就任 
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1977 年 7 月   中国共産党第十回全国代表大会第三次会議で、鄧小平の全職務が回復 
 8 月   「文化大革命」の終結宣言が発表 
 10 月   中国大学一斉入学試験が回復 
 11 月  「全国体育科学技術企画（草案）」  
 12 月  「国家体育鍛錬標準証書、印鑑に関する通知」  
1978 年 1 月 「文化大革命」後の全国体育工作会議が北京で開催、史上最大規模の 1400 人参加 
  
 2 月   中国第 5 回全国人民代表大会で「20 世紀内に四つの現代化を実現する」目標を再強調 
 3 月   全国科学大会が開催、鄧小平が「科学技術は第一生産力」を強調、「1978-1985 年全国科学技術発展綱要」を公布 
 4 月  国家体育委員会、教育部、衛生部より「学校体育・衛生工作を強める通知」 
 
 5 月  「体育科学技術工作を強化する意見」 実践は真理を検証する唯一な標準の論争が開始 
 6 月  ・ 「体育運動会全国記録申請と審査方法（草案）」 ・ 「審判員技術等級制度（草案）」 
中国、ベトナムの華人追放に抗議 
 






 8 月   日中平和友好条約が締結 
 9 月  ・ 「都市スポーツを強化する意見」 ・ 「射撃選手技術等級標準」 
 
 
12 月  
国家体育委員会、国家労働局、財政部より「優秀選手の生活
補助金制度」再施行 
・ 中国共産党第 11 回全国代表大会が開催、鄧小平主導の改
革開放路線を採択 
・ 国務院が全国において 169 高等学校の増設を決定 
1979 年 
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する意見」 
・ 「外国人留学生が国内競技試合へ参戦に関する通知」 
 4 月 ・  「全国学生競技スポーツ試合制度」  
 
6 月 ・  




 7 月 ・   深セン、珠海を輸出特区に設置、その後、汕頭、厦門を追加、経済特区に変名 




















 2 月 中国初めて第十三回冬季オリンピック競技大会に参加（アメリカ） 
 中国共産党第 11 回全国代表大会第五次会議、劉少奇の名誉が
回復 
 


















 7 月 第二十二回オリンピック競技大会がソ連で開催、ソ連がアフガニスタンを侵略する事件により中国ボイコット 
  
 
8 月 第二回全国中学生運動会が山西太原で開催 





 9 月   ・ 国務院が「企業自主経営権開放の状況と今後の意見」を
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 10 月  「体育学院における体育部教学計画、体育学院の学生学籍管理の臨時決定を試行する通知」 
 
 





1 月  












 4 月 ユーゴスラビアで開催された第三十六回世界卓球選手権大会に参加、中国代表団 7項目全優勝 
  
 6 月  「中国国内における中国体育科学学会が開催する交流会議の管理方法」 
華国鋒失脚、胡躍邦が共産党主席に就任、鄧小平が軍事委員
会主席に就任 
 9 月 全国少数民族体育工作会議が北京で開催、新中国史上初の少数民族に関する会議 
 葉剣英が台湾復帰の 9項目を提案 
 





11 月 第三回世界女子バレーボール大会に参加、中国女子バレーボール代表の世界初優勝 
・ 「スポーツ選手技術等級制度」 
・ 「スポーツ審判技術等級制度」 
・ 「サッカー等 40 項目の選手技術等級標準」 
 
1982 年 




 2 月   中央政府が「退職制度の建築に関する決定」 
 
3 月 全国政治協商体育組が成立 
 第 5回全国人民代表大会第 22 回会議で「国務院機構改革に関
する決定」を公布、国務院に直属機構が 98 から 52 に整合、
公務員数三分の二に減少 
 4 月 国家体育委員会が「「陸上の里」の審査に関する通知」を公布、3年 1回の審査を決定 
 国務院「経済領域における犯罪活動の打撃の決定」を公布 
 7 月  「スポーツ仲裁委員会条例」 中国政府は教科書検定問題で日本政府に正式抗議 
 8 月  国家体育委員会より「国家体育鍛錬標準」が実施され、新「国  
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家体育鍛錬標準」のテスト規則と点数表が公布 
 
9 月 全国少数民族伝統体育運動会が開催 
 中国共産党第 12 回全国人民代表大会で、工農業総産額の四倍
増を提起、胡躍邦が国家総書記に主任、同時共産党主席制度
廃止 
 11 月 インドで開催された第九回アジア大会に参加  中国共産党第12回全国人民代表大会第5期会議で新憲法が採決 
 












4 月 全国老人体育協会が河南で成立 
 ・ 中国武装警察部成立 
・ 「国営企業利益上納から税金上納制度へ転換の試行方
案」が公布 
 5 月  「学校体育工作を一層強める意見」  
 6 月  「体育文物管理臨時方法（試行）」 第 6 回全国人民代表大会第 6 期会議で李先念が国家主席、趙紫陽が総理に就任 
 9 月 第五回全国運動会が上海で開催   
 
10 月 ・ 第一回アジア卓球大会が江蘇で開催 ・ 全国障害者体育協会が天津で成立 
 ・ 中国共産党第 12 回全国代表大会が開催、3年の党内整頓




1 月 中国体育科学学会は国際運動科学理事会会員になる 
 ・ 趙紫陽総理訪米 
・ 「1984 年農業生産の施政方針」が公布、個人の農業生産
請負制期限を 15 年以上に調整 
・ 鄧小平が経済特区を視察、「改革・開放」政策を肯定 
 3 月  国家体育委員会により中国民間体育項目蹴羽根球を正式競技項目に取り入れ、「蹴羽根球競技規則（試行）」 
日本首相 康弘訪中、4700 億円借款供与を表明 
 4 月 ・   レーガン大統領が訪中 









 8 月 国家体育委員会の体育改革会議が開催、会議は 20 世紀末に中国が体育強国になる意見と予測について検討 
「試合気風を強化に関する通知」  
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・ 中国共産党第 12 回全国代表大会第 3 次会議で、「経済体
制の改革に関する決定」が公布 
 12 月  国家体育委員会より「体育運動全国記録審査制度」と「運動員技術等級制度」が改定され、1985 年 1 月 1日から実施 
中英両国政府の香港問題に関する共同声明、97 年の香港返還
を決定 
















5 月 ・  
 ・ 中国共産党軍事委員会拡大会議で兵員 100 万人削減，10
大軍区を７大軍区に再編成を決定 
・ 人民日報で 9 年義務教育を含む「教育体制改革に関する
決定」を報道 
 
6 月 ・  
 ・ 人民公社の政社分離、卿政府の設立が終了し、全国 92000
余りの卿、鎮人民政府と 82 万余りの村民委員会が成立 
・ 第 1回全国法制宣伝会議開催、「全国公民に基本法知識を
普及する 5年計画」を実施、2009 年まで 5回実施する予
定 
 7 月 国家体育委員会電子情報センターが成立  
「国家体育委員会体育科学技術進歩奨励条例」  
 8 月 国家女子ハンドボールチームが成立 「室内ショート・トラック選手技術等級基準と全国記録の設立に関する通知」 
 
 9 月   ・ 全国人民代表常務委員会が「中華人民共和国居民身分証条例」を採択 
 10 月 第一回全国青少年運動会が開催 「全国体育優秀県標準の細則(試行)」  
 11 月   ・ 「外国人出入国管理法」、「公民出入国管理法」が公布 ・ 中国がアジア開発銀行に正式加盟 
 12 月  「登山選手技術等級基準（試行）」  
1986 年 1 月 ・  ・  8000 人大会開催、党風の是正を強調 
 
2 月 




















 4 月  国家体育委員会、教育委員会より「高レベル学生選手を育成する特徴学校の申請と審査に関する臨時規定」 
「外貨企業法」が採択 
 5 月   台湾貨物機が広州に着陸、37 年ぶりに台湾と直接交渉 
 6 月 中国武術研究院が北京で設立され、国家武術協会主席徐才が院長に就任 
 「土地管理法」が公布 
 
8 月 ・ 第二回全国大学生運動会が大連で開催 ・ 第三回全国少数民族運動会がウルムチで開催 




 9 月 韓国で開催された第 10 回アジア運動会に参加、中国代表団514 人（選手 384 人）、金メタル 94 枚 
 「社会主義精神文明建設の指導方針についての決議」を採択 
 
10 月  
・  ・ 国営企業で労働契約制を実施 
・ 胡躍邦は「政治体制改革案は 1 年以内に提出し、改革阻
止勢力は説得と実践で除去」と発言 
 







12 月  
・  ・ 「企業倒産法」が採択 





1987 年 1 月   ・ 胡躍邦の総書記辞任、趙紫陽の総書記代行が決定 ・ 全国的規模のブルジョア自由化反対闘争が呼びかけられ 
 
2 月 
・ 国家統計局により 1986 年に中国選手が 26 世界チャンピ
ョンを獲得、7 項世界記録を 12 回更新、172 項全国記録






 3 月 第六回全国冬季運動会が吉林で開催 国家体育委員会より「男子槍投げ運動員技術等級標準」が改定され、4月 1日から実施 
 
 4 月 国家体育委員会、教育委員会が北京で「国家体育鍛錬標準」 「優秀選手・コーチに褒章を授予に関する臨時規定」 中国とポルトガルがマカオの主権移行で共同声明 
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の改定に関する会議が開催 
 5 月 第五回世界バドミントン選手権大会が北京で開催   
 6 月  「全国体育優秀県の標準と審査方法」と「全国体育優秀県標準の細則」 
 
 7 月  「体育法制定に関する規定」  
 8 月 中国初めてパラリンピック大会に参加（第七回、アメリカ）   



































































 7 月 「体育報」が「中国体育報」に変更 ・ 「水泳運動レベル向上を加速に関する決定」 ・ 「陸上運動レベル向上に関する決定」 
共産党の理論誌「求是」が創刊 
 8 月  ・ 「ボクシング選手技術等級制度」 国務院が「当面の物価政策と市場安定に取り組むことについ
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・ 中国共産党第 13 回全国代表大会第 3次会議で、1989 年、
1990 年の施政方針は環境整備と経済規則整頓に設定 
















1989 年 2 月   趙紫陽総書記が訪中のブッシュ大統領と会見 
 3 月 全国スポーツくじ検討会が福州で開催、全国範囲のスポーツくじの発行について検討した 
「国際スポーツ競技会で成績の優秀選手、団体の奨励制度(試
行)」 
李鵬総理などが第 7 回全国人民代表大会第 2 次会議で「経済
発展の急ぎすぎは政府の失策」と認め 
 
4 月  
・  ・ 胡躍邦前総書記が死去 




5 月  








・ 北京で 100 万人デモ 
 







 7 月 「体育法」起草組の第二次会議が開催 「国家体育科学技術成果認定方法」  










 12 月  「ゲートボール審判員技術等級実施細則」 ・ 国務院が「共産党統制を堅持する同時に多党派共存の政
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1990 年 1 月  「国家体育鍛錬標準実施方法」 国務院が北京の戒厳令を解除 
 
















 4 月 中国ドーピング検査センターが国際オリンピック委員会に審査され、一流検査機構に認定された 
「中国武術協会の実体化に関する通知」 ・ 「香港特別行政区基本法」が採択 
・ 上海に経済技術開発区を設立 
 6 月 中国セパタクロー協会成立  香港で天安門事件の犠牲者追悼の 30 万人デモ 
 7 月  「カヌー競技力向上に関する十年計画」  
 8 月   インドネシアと 23 年ぶりに国交正常化 
 9 月 第十回アジア競技大会が北京で開催   
 10 月 1990 年全国体育計画財物会議が湖南で開催  中国、韓国が貿易事務所の相互開設を認めた文書を調印 
 11 月 国務院、国家体育委員会により 1949－1989 年に設定された体育法令の一部分が廃止になり、廃止された法令が 119 件 
 上海証券取引所が成立 
 
12 月  
 中国共産党第 13回全国人民代表大会第 7回会議で第 8回 5年
計画を提案、改革開放政策を再確認すると同時に 1 年の経済
調整を提唱 
1991 年 1 月 第六回世界水泳競技大会がオーストラリアで開催、中国選手が世界水泳大会で初優勝 
「全国体育学院連盟競技規則」  
 2 月 中国オリンピック委員会会議が行い、2000 年に第二十七回オリンピック競技大会の招致を決定 
  
 
3 月 2000 年第二十七回オリンピック競技大会の招致委員会が設立 
 ・ 第 8回 5年計画が採択、朱熔基が副総理に選出 
・ 国務院により「国家ハイレベル新技術産業開発区と関連
政策規則の査定通知」が公布 







 6 月  「各競技種目（54 種目）の選手技術等級標準」 国務院が「企業退職の保険制度の改革決定」を公布 
 7 月  国家体育委員会、教育委員会より「体育運動学創立臨時規定」、  
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 10 月 第一回世界武術選手権大会が北京で開催 「国家体育委員会より軟科学研究の管理規則」  
 
11 月 第四回全国少数民族運動会が広西で開催 
 ・ 中国初の人権白書「中国の人権状況」が発表 
・ 江沢民総書記とド・ムオイベトナム共産党書記と会談で
中越の関係正常化を宣言 
 12 月  ・  ・ 中国初の原発、秦山原発が運転開始 
1992 年 
1 月  




















 4 月  「射撃運動の器材管理規則」 江沢民総書記は訪日、日本天皇の訪中を招請 
 5 月  「体育事業十年計画と第 8回 5年計画」  




7 月 ・ 中国オリンピック委員会反ドーピング委員会が成立 ・ 第 25 回オリンピック競技大会に参加 




 8 月 アジア竜船連合委員会が北京で成立  中韓国交正常化合意、両国外相が共同声明調印、台湾は韓国と断交 
 9 月  「個人アマチュアラジオ放送活動の管理規則」  
 
10 月 第二回全国農民運動会が湖北で開催 
 ・ モンゴル、ロシア、南北朝鮮との図門江共同開発に関す
る取り決めに調印 
・ 中国共産党第 14 回全国人民代表大会で改革開放政策の
百年堅持と社会主義市場経済の確立を提唱し、党中央顧
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 6 月 全国スポーツ産業会議が北京で開催  農業賞の設立、37 項の農民負担金を廃止 
 7 月  「全国スポーツ産業会議紀要」 国家教育委員会が「21 世紀に 100 の大学の学力向上方案」を提出、省略「211 プログラム」 
 8 月   「台湾は中国の一部」との基本原則を強調する「台湾白書」が発表 
 9 月 ・ 中国第七回全国運動会が北京で開催 ・ 中国が 2000 年オリンピック競技大会開催地選挙に落選 
 中印国境協定に調印 
 









11 月  





個人農業生産の請負制を更に 30 年延長 
 





・ 中国共産党第 14 回全国代表大会が開催、「全国における
分税制財政管理制度の実施決定」が公布 
・ 国務院により「金融体制改革に関する決定」が公布 
1994 年 1 月  「国家体育委員会の共同出資会社に対する審査方法」 国務院が「更に対外貿易体制改革の強化に関する決定」を公布 
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 5 月  「国家体育委員会が全国スポーツ市場管理の強化に関する通知」 
 
 
8 月 全国各種目スポーツ協会の独立化改革会議が吉林で開催 








「全国総合スポーツ競技大会の招致に関する規則」(試行) ・ 中国とロシア、長期にわたる友好関係を構築ことに合意 
・ アメリカと台湾の交流拡大を表明、中国政府が抗議 



















1995 年 1 月  「射撃スポーツ選手の技術等級標準」 江沢民主席が中国と台湾問題について八項目を提起 

















 5 月 第四十三回世界卓球選手権大会が天津で開催  ・ 国務院により「科学技術の発展を加速する決定」が公布、
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同年 8月 15 日再度演習 
 8 月 第八回全国人民代表大会により「中華人民共和国体育法」が審査され、10 月 1日から実施 
  
 








 10 月  「大型スポーツ競技会の記録書類の管理規則」 江沢民主席がニューヨークでクリントン大統領と会談 
 









1996 年 1 月 中国体育・スポーツ哲学発展研究会が成立  香港特別行政区準備委員会が発足 
 
3 月  
・ 「全国総合スポーツ競技会財物管理規則」 
・ 「武術審判の管理規則」 
・ 第 8 回全国人民代表大会第 4 次会議で、第 9 回 5 年計画






 4 月 第三回全国労働者運動会で江沢明は「労働者体育・スポーツを発展させ、経済発展と社会進歩を促進」と題詞 
 中国がロシア、カザフスタン、キルギスタン、タジキスタン
と「国境地帯での軍事的信頼醸成化協定」に調印 
 5 月 全国第四回障碍者運動会が開催 「国家体育委員会に直属企業の給料管理規則」（試行）  
 





 7 月 ・ 全国哲学社会科学企画部が体育社会科学を「体育学」と ・ 「スポーツ選手、コーチの奨励実施方法」 中国が今後の核実験停止を発表 
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8 月  





 9 月 第三回国際体育史検討会が広東で開催   
 

















 2 月   鄧小平が死去 
 
3 月 北京で開催された全国社会科学企画会議で、体育学学科が独立な国家社会科学基金項目として設立 












 5 月 国家成人体質観察センターが成立   
 6 月  「国家体育委員会に直属企業の財務制度」 重慶が直轄市に指定 
 7 月   香港が中国へ復帰 
 8 月 第五回ワールドゲーム競技大会がフィンランドで開催、中国初参加 
「香港各種目スポーツ競技会の全国競技大会へ参戦の規則」  
 
9 月  





・ 江沢民主席は 1980 年代 100 万軍縮の続き、今年更に 50
万軍縮を表明 
 10 月 中国第八回全国運動会が上海で開催  アメリカと中国が「建設的な戦略的パートナーシップ」の構築を確認 
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 11 月 第五回中国体育・スポーツ科学大会が北京体育大学で開催 「国家体育委員会の各種目管理部門の規約」 ロシアのエリツィン大統領が訪中 
 





1998 年 2 月 第十八回冬季オリンピック競技大会に参加   
 
3 月 国務院会議で国家体育委員会を国家体育総局に変更、国務院の直属機構に変更を提議 
 第 9 回全国人民代表大会が開催、会議で国務院機構改革が採
決され、国務院機構が 40 から 29に減少 
 4 月 国家体育総局が正式的に設立  中欧代表と中国が 21 世紀共同発展協定に調印 
 5 月 人体科学が国家体育総局の管理項目になる  国務院が「食料品の流通を更に改善する改革法案」を公布 
 





7 月 第四回友好運動会がアメリカで開催、中国選手の怪我事件で中国国内における運動選手の保険問題が注目 




















 11 月 北京市が2008年オリンピック競技大会の開催について国際オリンピック委員会に申請 
  
 12 月 第十三回アジア競技大会に参加  「改革・開放」20 周年記念会儀開催 
1999 年 1 月 全国体育会議が開催され、会議で伍紹祖の「2000－2010 中国体育改革と発展綱要（草案）」について討論 
  
 2 月  「少年児童スポーツ学校の管理規則」  
 3 月  「中国射撃協会会員制管理規則」 中国人口資源会議が開催、人口増加の抑制と自然資源の保護は中国発展の戦略方針と基本国策であると明示 
 4 月  「大衆体育・スポーツ計画第三段階（1999－2000）方案」  
 5 月  「体育法規の制定プロセスに関する規定」  




西暦 中国体育・スポーツの主要記事 体育・スポーツ関連政策、法令 中国社会の主要記事 
・ 江沢民主席が国有企業改革会議で、「西部開発」は中国を
振興する偉大な戦略と指摘 




















12 月  
・ 国家体育総局が「我が国の正式的に展開した体育・スポ
ーツ項目」を公布、ここまで中国で正式的に実施した体
育・スポーツ項目は 96 項 
・ 「射撃種目スポーツマーケッティングの管理規定」 
・ マカオが中国へ復帰 
・ 全国において 9 年教育制度がほぼ普及、青年非識字者は
青年総人口の 20%以下 
2000 年 
1 月 全国体育会議開催、会議の中心は国民体位の向上と体育・スポーツ消費を拡大すること 




 3 月  「全国各種目別の競技試合の財務管理方法」 「農村税金制度改革に関する通知」が公布 
 7 月 国家国民体質観察センターが成立 ・ 「全国武術学校及び武術道場の管理の強化」 ・ 「スポーツ伝統種目学校の管理方法」 
 
 












・ 中国第 10回 5年計画が設定 
 12 月 第六回全国体育・スポーツ科学大会が武漢体育学院で開催 「2001－2010 体育・スポーツ改革と発展綱要」 ・ 北京から上海までの高速鉄道が開通、1262 キロメートル ・ 国家統計局により、2000 年総 GDP が 1 千億ドルを突破 
2001 年 2 月 全国体育局長会議が開催、会議の中心は中国体育事業の持続的発展 
「国民体質観測に関する規則」  
 3 月 「ピンポン外交」30 周年記念会議開催   
 4 月  「社会スポンサーによる開催するブリッジ活動と試合の管理  
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規則（試行）」 
 5 月  ・ 「中国サッカー協会杯競技試合規約」 ・ 「陸上選手の技術等級標準」 
中国中央貧困救済委員会会議では、20 世紀末に中国農村貧困
救済目標がほぼ実現 
 6 月 ・ 国家体育総局気功管理センター成立 ・ 全国体育会議開催、江蘇が第十回全国運動会の開催地に 
 「中国農村貧困救済綱要 2001-2010」が公布 
 7 月 国際オリンピック委員会第 112 回会議が開催、北京が 2008 年オリンピック運動会の開催地を決定 
 中国共産党成立 80 周年記念会儀が開催 
 8 月 第二十一回世界大学生運動会が北京で開催 ・ 「全民健身計画綱要」第二期工程（2001-2010）企画 ・ 「水泳選手の技術等級標準」 
 
 9 月  「スポーツ社会団体の管理規則(試行)」 中央政府が「公民道徳建設実施綱要」を公布 
 10 月 中国男子サッカーチームが第十七回ワールドカップ予選で勝利、史上初のワールドカップ決勝戦に参戦 
「全国車スポーツ競技活動の管理規則」  
 11 月 ・ 第九回全国運動会が広州で開催 ・ 全国体育科学大会が開催 
「中等スポーツ学校が設立基準」 中国が世界貿易組織（WTO）に加入 
2002 年 2 月 ・ 武術が国際オリンピック委員会の承認項目になった ・ 中国代表団が第 19 回冬季オリンピック競技大会に参加 
「オリンピック標示の保護条例」 中国政府が耕地を森林に還元するプロジェクトを起動 
 
3 月  




 4 月  「農村スポーツ・体育展開の規定(試行)」  
 5 月  「国際スポーツイベントの申請プロセスに関する規定」  
 6 月 国家体育総局オリンピック研究センターが成立   
 











 9 月 韓国開催の第十四回アジア競技大会に参加 「スポーツ選手引退後の就職、生活問題の改善に関する意見」  
 11 月  「全民健身計画綱要」第二期第一段階（2001－2005 年）実施計画 
中国共産党第 16 回全国代表大会が開催、江沢民主席に三つの
代表思想を「中国共産党規約」に追加 
 12 月 「中国大衆体育現状調査結果報告」が公布され、今回の調査は 1997 年の次に 2回目 
「登山運動クラブ及び関連業者の技術等級標準とその資格認
定標準」 
・ 上海が 2010 年万博の開催を招致成功 
・ 中国「南水北調」プロジェクトが起動 
2003 年 3 月 全国体育政策法規会議が重慶で開催  第 10 回全国人民代表大会が開催、胡錦濤が国家主席に主任、温家宝が国家総理に就任 
 4 月  「射撃、弓道審判資格の審査規則」 中国全土において SARS が爆発 
 5 月  国家体育総局、衛生部、財政部などの 8 部門より「一般大衆スポーツ鍛錬標準」 
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 6 月  ・ 国務院より「公共体育施設条例」、同年 8月 1日から実施 ・ 「雪炭工程実施細則」 
 
 






8 月 北京オリンピック競技大会の徽章が決定 
・ 「中国サッカー協会規則（改定）」 
・ 「スポーツ選手引退後の自主就職に対する補償の規則」 




 9 月 オリンピック競技大会マーケッティング開発計画が起動 「ナショナルチームの人事管理規定（試行）」 第 9回 5年計画に 50 万軍縮から更に 20 万軍縮を決定 
 
10 月  









 12 月 2008 年北京オリンピック競技大会の主会場と水泳センターなどの体育館が施工開始 
 ・ 「人材育成を強化する意見」が国務院により公布 
・ 「農民収入の増加政策に関する意見」が公布 
2004 年 






























 7 月 ・ 中国 2008 年パラリンピック競技会徽章「天地人」が公開 ・ 第 28 回雅典オリンピック競技大会中国選手団が結成、全
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員 633 人 
・ 中国チベット登山隊が K2 に登頂、世界初の 8000m 以上高
山を 13 箇所制覇達成 
・ 中国車モデル競技協会が北京で成立 





9 月 2008 北京オリンピック競技大会カウント・ダウンが起動、同時に青島市も起動 
 ・ 国務院が「更に食料品安全性を向上する決定」を公布 
・ 中国共産党第 16 回全国代表大会第 4次会議で、共産党の
執政能力を高める議論が展開 




・ 第 5 回全国体育館、運動場調査結果総括会議が河南省で
開催 







 12 月 中国第 1 回スポーツプロジェクト検討会が北京体育大学で開催 






・ オーストリアで開催した第 22 回世界冬季大学生運動会





 2 月 国務院が山東省の 2009 年第 11 回全国運動会の主催権を可決 「全国体育舞踊の技術等級標準」  
 3 月   ・ 胡錦濤が台湾関係について四つの意見を発表 ・ 「反国家分裂法」が採決 
 
4 月 





 ・ 国務院が「国家突発事件の対応方案」が公布、2008 年ま
で 116 の緊急対応方案が策定 
・ 「中華人民共和国公務員法」が採決 
・ 胡錦濤主席が台湾各政党代表と会談 











 7 月 ・ 中国代表がドイツで開催した第 7 回ワールドゲームに参 ・ 「車スポーツ種目審判の管理規則（試行）」 国務院により、中国が市場供給に基づき、レートの市場調節
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加 
・ 中国法学会にて中国体育法学研究会が成立 






・ 第 23 回世界大学生競技会がトルコで開催、中国代表 201
人参加、メダルランキング 4位 




「国家体育総局の各規則、規定の策定プロセスに関する規定」 中米経済発展戦略談話が北京で行い、2008 年末まで、合計 6
回談話 
 9 月 北京オリンピック放送機構と中国テレビ製作団体と調印、中国媒体が初めてオリンピック競技大会を全面放送 
 国連成立 60 周年記念会議に参加 
 
10 月 
・ 全国第 10 回全国運動会が南京で開催、46 代表団体 9986
名選手が参加 
・ 全国航空モデル競技会が江蘇で開催 
・ 第 4 回東南アジア競技会がマカオで開催、中国代表 399
人参加 
「フェンシング選手の技術等級標準」 ・ 第 11 回 5年計画が策定 






・ 2008 北京オリンピック競技大会記念切符が発売 
・ 第 13 回世界ボクシング選手権大会が四川省で開催 











































中国第 11回 5年計画が実施 
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4 月  





・ 第 4 回世界帆船競技会がオーストリアで開催、女子選手
陳秋浜が中国が国際帆船大会での初優勝を獲得 
・ 第 6 回女子 7 人制ラグビー大会で中国代表がアジア一位
獲得 
・ 第 3 回全国体育大会が蘇州で開催、全国 55 団体 6644 人
が参加 
・ F1 世界モーターボート選手権大会に中国代表初参戦 
 ・ 三峡ダム工事完成 
・ 「天津海浜新区の開発・開放に関する意見」が国務院に
より公布 
 6 月 鄭潔、晏紫がウィンブルドン大会で優勝、中国人がこの大会の初優勝 
  
 7 月 中国第 4 回パラリンピック競技会がハルビンで開催、31 団体の 1418 名選手が参加 
「国家体育総局の行政項目（合計 35 項）」 標高世界一の青海からチベット鉄道が開通、全長 1956 キロメ
ートル 
 8 月 国際陸上協会が劉翔の110Mハードル競争の12.88秒世界記録を承認 
 「資源の節約を強化する決定」が国務院から公布 
 9 月 北京オリンピック競技大会第一回世界媒体会議が北京で開催   
 
10 月  
・ 国家体育総局と教育部より「更にスポーツ業において教
育改革を推進する意見」 




・ 第 15 回アジア競技大会中国代表選手が決定、男 341 名、








 12 月 第 15 回アジア競技大会に参加、メダルランキング 1位 「スポーツ種目評価基準」  
2007 年 1 月 第 23 回国際冬季大学生競技会に参加 「スポーツ種目の新設に関する管理方法」  
 2 月 国家体育総局が女子ボクシングを試行スポーツ項目に分類 「中国国内で国際スポーツ関連会議の開催に関する規定」  
 
3 月 中国サッカー協会より、中国女子ナショナルチーム初めての外国人監督が就任 














 6 月   ・ 「中国の気候変化に対する対応方案」 ・ 「中華人民共和国労働契約法」 
 7 月 国際ボディビル大会が北京で開催、同時に中国第一回エアロ  「全国農村地域に最低生活保障制度の設立に関する通知」 
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「スポーツ選手の契約制度（試行）」 ・ 人民解放軍成立 80 周年 
・ 「都市低収入家庭の住宅問題に関する解決意見」 
・ 第 10 回全国人民代表大会第 29 次常務会議では、「反独占
法」、「突発事件対応法」、「就職促進法」が採決 
 9 月    
 
10 月 
・ 第 6回全国都市運動会が武漢で開催、6353 名選手が参戦 
・ 第 2回アジア室内競技会がマカオで開催 
・ 中国第 1回全国農村スポーツ指導員資格の研修会が開催 
「第三次全国大衆スポーツの現状調査の実施に関する通知」
（第一次 1997 年、第二次 2001 年） 
・ 中国共産党第 17 回全国代表大会開催、胡錦濤が中央軍事
委員会主席に就任 
・ 中国初の月衛生が発射成功 
 11 月 第 8回全国少数民族伝統スポーツ競技大会が広州で開催 「国家体育総局により一部の政策、規定を廃止する規定」  
 





2008 年 1 月 中国第 11 回冬季運動会が黒龍江省で開催  中国北部地方気候災害 
 2 月 第 12 回国際体操名人の殿堂がアメリカで開催、中国 5人が入賞 








・ 北京 2008 年オリンピック競技大会聖火リレーが天安門
広場から開始 
 ・ 第 11 回全国人民代表大会開催、「国務院機構改革方案」
を採決、国務院内部 15 部門が調整され、部門数は 31-27
へ 
・ チベットのラサ地方で大規模のデモが爆発 
 4 月 オリンピック聖火リレーが日本長野を経過、5000 人余りの在日中国が参加 
「国家重要スポーツに関する実験室の管理方法」（試行）  
 5 月 オリンピック聖火リレーがチベット自治区を経過  四川省紋川大震災、死亡者 69227 人、行方不明者 17923 人 





・ 北京パラリンピック競技会代表団が成立、選手男 197 人
女 135 人合計 332 人が決定 
・ 北京オリンピック競技会代表団が成立、選手 639 人、合




・ 第 29 回オリンピック競技大会が北京で開催、208 ヵ国の
選手が参加、38 項世界記録と 58 回オリンピック競技会
記録を更新。中国代表は 51 金メダル、21 銀メダルと 28
「スポーツ選手の生活保障専門基金の実施細則」  
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銅メダルでメダルランキング 1位 
・ 北京オリンピック競技会武術試合が北京オリンピックス
ポーツセンターで開催、43 ヵ国の 128 選手が参加 
 
9 月 







・ 第 1回全国登山アウトドアー競技会が貴州で開催 
・ 第 6回全国農民運動会が福建で開催 
























・ 国務院が 2009 年から毎年の 8月 8日が「体育の日」に指
定 




















・ 第 24 回中国国際スポーツ用品博覧会が北京で開催 





・ 胡錦濤主席が第 2回 20 ヵ国金融会議に参加 
・ 国務院が上海を国際金融センターに建設する意向を表明 
・ 人民海軍成立 60 周年 
 
5 月 
・ 第 6回アジア体育科学学会が北京で開催 
・ 中華全国体育総会第 8回全国代表大会が北京で開催 




 6 月 ・ 全国学校サッカー活動が起動、全国 46 都市で展開 ・ 中国代表がシンガポールで開催したアジア青年運動会に
 中国。ブラジル、ロシア、インドの合作会議がロシアで開催 
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参加 
 7 月 ・ 武林大会連盟が主催した中国武術プロリーグ戦が発足 ・ 全国体育標準化技術委員会が成立 
・ 「全国体育標準化技術委員会規約」 




・ 中国代表がタイで開催した第 1回アジア武道大会に参加 
・ 中国第 1回高原トレーニング理論学会が開催 
・ 「体育の日」起動儀式が北京オリンピック公園で開催 
・ 第 1回全国老人健身運動会が開催 
・ 第 10 回全国中学生運動会が湖南で開催 












 ・ 中国人民協商会議成立 60 年記念大会 














 12 月  「全国スポーツ競技大会の申請規則」  
2010 年 1 月   中国西南地域 60 年ぶりの特大干害 
 
2 月 
・ 第 21 回冬季オリンピック競技大会（カナダ）に参加 
・ 東アジアサッカー競技会で中国は 32 年ぶり対韓国戦に
勝利 
 ・ 中国老齢委員会により中国 65 歳以上老人が 9000 万人達 
・ 中国第 1回「全国汚染元調査報告」が公布 
・ 中国 15 省が干害 
 
3 月 






  ・ 四川省玉樹アマチュア 7.1 地震 
・ 全国人民代表常務委員会会議より「中国著作権法」、「気
象災害防衛条例」など７法令が修正 
 5 月 中国女子サッカーが初めてワールドカップ予選敗退  ・ 上海万博開幕 ・ 国務院より「国家中長期教育改革と発展綱要」が公布 
 6 月 中国サッカー協会会長などの八百長事件調査開始  「中国流動人口調査報告」より中国流動人口は 2.11 億人 
 7 月    












西暦 中国体育・スポーツの主要記事 体育・スポーツ関連政策、法令 中国社会の主要記事 
・ 「国家体育総局スポーツ哲学社会学研究基地の管理規
定」 
 10 月   ・「中国社会保険法」と「中国村民委員会組織法」が可決 
 
11 月 
・ 第 16回アジア競技大会が中国広州で開催 
・ 国際陸上連盟により 2015 年世界陸上選手権大会の開催
地が北京に決定 
「国家体育総局により一部の政策、規定を廃止する規定」 中国物価高騰、国務院が 16 政策措置でコントロール 
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